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平塚市環境審議会は、環境基本法第４４条及び平塚市環境基本条例第２２条に基づき、市長が設置

した附属機関です。 

 環境審議会では、「環境基本計画の策定及び変更に関すること」及び「環境の保全及び創造に関す

る基本的事項及び重要事項」について、調査審議を行います。 

特に重要な案件については、市長が審議会に対し諮問（意見を伺う）し、審議会が答申（意見を述

べる）を行います。 

なお、計画の進捗評価結果については、毎年度「ひらつかの環境」という冊子にまとめています。 

  

 委員 １５人（内訳 市民公募委員４人、環境関係団体４人、事業者４人、学識経験者３人） 

 

  令和５年４月１日から令和７年３月３１日までの２年間 

 

 「特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例」の規定により、会議１回につき

１１,３００円を支給します。（交通費相当額が含まれます。このうち、２,２２０円が源泉徴収※され

ますので、手取り額は、９,０８０円となります。） 

 ※令和５年１月時点の徴収額です。 

 

 本審議会は、年３回を予定しています。また、年によっては、無報酬の自主勉強会を１回実施する

場合もあります。詳しい日程は通知にて御連絡いたします。審議会、勉強会ともに、平日昼間に２時

間程度の予定です。 

（過去２年間） 

年度 回数 審 議 内 容 

令和３年度 

１ 
・平塚市環境審議会及び本市における環境施策等の概要について 

・平塚市環境基本計画関連事業の令和２年度実施状況について 

自主勉強会 

(書面会議) 
・平塚市環境基本計画の中間見直し 

２ 

(書面会議) 

・平塚市環境基本計画中間見直し（素案）のパブリックコメント結果

の報告について 

・平塚市環境審議会答申書案について 

・平塚市地球温暖化対策実行計画に基づく二酸化炭素排出量推計につ

いて 

３ 

・「平塚市環境基本計画事業計画後期（2022 年度～2026 年度）」につ

いて 

・平塚市環境基本計画令和３年度上半期実施状況等について 

令和４年度 
１ ・平塚市環境基本計画関連事業の令和３年度実施状況について 

２ ・別冊版環境基本計画（地域脱炭素実現に向けた再エネの最大限導入
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に係る計画）に係る平塚市脱炭素ロードマップ（素案）について 

・（仮称）平塚市生物多様性保全アクションプラン（素案）に係るパ

ブリックコメントの実施について 

３ 
・別冊版環境基本計画（素案）について 

・環境基本計画関連事業の令和４年度上半期実施状況 

 

（市町村の環境の保全に関する審議会その他の合議制の機関）  

第４４条  市町村は、その市町村の区域における環境の保全に関して、基本的事項を調査審議

させる等のため、その市町村の条例で定めるところにより、環境の保全に関し学識経験のある者

を含む者で構成される審議会その他の合議制の機関を置くことができる。 

 

第４章 環境審議会 

(環境審議会) 

第２２条 環境基本法(平成５年法律第９１号)第４４条の規定に基づき、平塚市環境審議会(以

下「審議会」という。)を置く。 

２ 審議会は、市長の諮問に応じて次に掲げる事項を調査審議する。 

(１) 環境基本計画の策定及び変更に関すること。 

(２) 前号に掲げるもののほか、環境の保全及び創造に関する基本的事項及び重要事項 

３ 審議会は、前項に規定する事項を調査審議する場合において、必要があると認めるときは、

環境に関する情報その他必要な資料の提出を市長その他関係機関に求めることができる。 

４ 審議会は、環境の保全及び創造に関する事項について、必要があると認めるときは、市長に

意見を述べることができる。 

５ 審議会は、委員１６人以内をもって組織する。 

６ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

(１) 市民 

(２) 事業者 

(３) 学識経験者 

(４) その他市長が必要と認める者 

７ 委員の任期は２年とし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は前任者の残任期間と

する。ただし、再任を妨げない。 

８ 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。 

９ 前各項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定める。 
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(会長及び副会長) 

第２条 審議会に会長及び副会長１人を置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理す

る。 

(会議) 

第３条 審議会は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ議決することができない。 

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

(意見の聴取等) 

第４条 審議会は、その審議事項について必要があると認めるときは、委員以外の者の出席を求

め、その意見を聴くことができる。 

 (部会) 

第５条 審議会は、必要があると認めるときは、部会を置くことができる。 

２ 部会に属すべき委員は、会長が指名する。 

３ 部会に部会長を置き、会長が指名する委員がこれに当たる。 

４ 部会長は、部会の事務を掌理する。 

５ 部会長に事故あるとき又は部会長が欠けたときは、会長があらかじめ指名する委員がその職

務を代理する。 

６ 第３条の規定は、部会について準用する。 

 

 


